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会計監査人の状況
１．名称
　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

２．報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31百万円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を
明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人による当事業年度の監査計画の内容、監査時間および報酬見積りの妥当性を検討した結果、
会計監査人の報酬の額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．重要な連結子会社の計算関係書類監査を行うものに関する事項
　当社の重要な連結子会社のうち、張家港北興化工有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士の監査
を受けております。

４．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適切に遂
行することが困難と認められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であ
ると判断される場合には、監査役会が、当該会計監査人を不再任とし新たな会計監査人を選任する株主総会
の議案の内容を決定いたします。
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　会社の体制および方針

【業務の適正を確保するための体制】
　当社グループは、企業存続の前提として、法令順守（コンプライアンス）を経営の最重要課題と位置づけ、
業務を適正かつ効率的に行うことを確保するために、以下の基本方針を定めております。

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　「法令等順守基本規程」および「北興化学工業グループ行動規範」を定め、各業務担当取締役等をコン

プライアンス推進責任者とし、取締役および使用人が法令や社会的良識等に基づいて行動することを徹底
する。

⑵　「法令等順守基本規程」に基づきコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する基本方
針、行動基準、推進体制などの立案を行うとともに、コンプライアンスの教育・研修を実施する。

⑶　コンプライアンスに関する連絡先として設置された内部通報制度（ホットライン）の周知を図り有効性
を確保する。

⑷　財務報告の信頼性と適正性を確保するために、「財務報告に係る内部統制基本規程」を定め、財務報告
に係る内部統制を適切に運用する。

⑸　反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当・不法な要求を排除する体制を確保する。
⑹　内部監査チームは、コンプライアンスに関する管理の状況について監査するとともに、適切に指示およ

び指導・助言する。
⑺　監査役は、内部監査チームと連携し、取締役の職務の執行が法令、定款等に適合し、適切に行われてい

るかを監査する。
⑻　取締役会に付議する事項は、常勤取締役等で構成する経営会議で事前協議を行うほか、経営会議での主

要な決議事項を取締役会に報告し、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　取締役の職務の執行に係る文書および重要な情報については、法令並びに「文書管理規程」、「稟議決

裁規程」、「業務決裁規程」、「機密情報管理規程」等の社内規程に基づき、書面または電磁的媒体に記
録のうえ、取締役や監査役が閲覧可能な方法で適切に管理・保存する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　全社的なリスクを総合的に管理するために、「リスク管理規程」を定め、経営リスク全般については、

企画管理グループ担当役員が総合的に管理し、各業務分野でのリスクについては、各業務担当取締役等が
リスクの把握、管理、対応にあたる。
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⑵　業務担当取締役等は、重要な損失が発生し、または予測される場合は、「経営危機対応規程」に基づき、
直ちに社長に報告する。重大な法令違反または損失が発生、もしくは予測される場合は、社長を本部長と
する対策本部を設置し、迅速に損失拡大防止等の対応にあたる。

⑶　「レスポンシブル・ケア委員会」を設置し、レスポンシブル・ケアに関する方針や目標、計画等の協議
を行う。また、企画部はレスポンシブル・ケアに関する監査を行い、監査結果を定期的に「レスポンシブ
ル・ケア委員会」に報告する。

⑷　内部監査チームは、各分野におけるリスクの管理状況について監査を行い、定期的に取締役会、監査役
に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　業務の執行は、社長統括のもと、業務担当取締役が「業務組織規程」、「業務分掌規程」および「職務

権限規程」等の社内規程に基づき行う。
⑵　取締役会を原則月１回開催し、業務担当取締役より、業務執行に関する重要事項並びに課題について報

告を受け、必要な事項について審議決定を行う。
⑶　経営会議を原則月１回以上開催し、取締役会への付議事項を審議するほか、適宜、業務担当取締役等か

ら報告を受けるとともに、必要な業務執行に関する協議を随時行う。
⑷　執行役員会議を原則月１回開催し、現況の説明のほか、取締役会、経営会議での決定事項等を説明・伝

達し、業務の効率的な執行を確保する。

５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴　当社グループは、共通の企業理念のもと、法令等を順守し、「法令等順守基本規程」、「北興化学工業

グループ行動規範」および社会的規範に基づき業務運営を行う。
⑵　「関係会社管理規程」に基づき、企画管理グループ担当役員が子会社の総括管理を行い、各子会社を担

当する業務担当取締役等がそれぞれの子会社の経営管理を行う。
⑶　企画管理グループ担当役員は、子会社代表取締役に運営状況や月次損益等を取りまとめた管理月報の提

出を求め、必要な都度、子会社に直接、確認する。
⑷　当社取締役等が子会社の代表取締役、非常勤または常勤取締役に就任することなどにより、子会社の情

報収集を充実させ、リスクを把握し、管理する。
⑸　各子会社を担当する業務担当取締役等は、子会社の業務の状況を、定期的に取締役会に報告する。
⑹　各子会社を担当する業務担当取締役等は、法令並びに「関係会社管理規程」に定める子会社の重要事項

について、子会社取締役と必要な協議を行い、一定の事項については子会社取締役会決議前に当社経営会
議に付議し、承認を得る。
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⑺　内部監査チームは、子会社の適正な業務運営について監査するとともに、適切に指示および指導・助言
する。

６．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、並びに監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

⑴　監査役が取締役会のほか、経営会議、執行役員会議、コンプライアンス委員会その他必要と認めるすべ
ての会議、委員会等に出席し意見を述べることができる体制とする。

⑵　監査役は、経営会議等の議事録、稟議書、契約書等重要書類を、いつでも閲覧できるものとし、取締役
または使用人は、監査役の求めに応じて、業務の執行にかかわる事項の説明を行う。

⑶　内部監査チームは監査役と緊密な連携を保ち、監査役から特定の事項について調査を求められたときは
その調査を行い、その結果を監査役に報告する。

⑷　取締役は、事業運営に影響を与える重要な事項、内部通報窓口（ホットライン等）への通報状況につい
て監査役に速やかに報告するものとし、監査役は必要に応じて取締役または使用人からの報告等を求める
ことができる。

⑸　当社または子会社の役職員が、当社グループの業務執行に関し重大な法令もしくは社内ルールの違反ま
たは会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときに、これらの者またはこれらの者から報
告を受けた者が当社の監査役に報告を行う体制を整備する。

⑹　当社および子会社の役職員が、監査役に⑷または⑸の報告を行った場合、当該報告を行ったことを理由
として不利な取扱いを受けない体制を確保する。

⑺　監査役の求めによりその職務を補助すべき使用人を置くこととし、取締役からの独立性を確保するため、
当該使用人の期間中の人事異動や人事考課に関して、監査役の事前の同意を得るものとする。

⑻　監査役の監査が実効的に行われることを確保するために必要な費用等について、その支払いが適切に行
われる体制を確保する。
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【業務の適正を確保するための体制の運用状況】
　当社グループが整備している内部統制システムにおける当事業年度の運用状況の概要は、以下のとおりであ
ります。

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　「コンプライアンス基本方針」を策定し、それを具体化した「北興化学工業グループ行動規範」を当社

グループの役職員共通の行動・判断基準とし、事業活動を行っております。
　当社グループは、「北興化学工業グループ行動規範」の浸透・定着を図り、その実践に努めることで、

　社会的使命を果たしております。
⑵　当事業年度において、経営層およびそれに準ずる階層に対し、日常業務の遂行において順守すべき事例

を解説した「日常業務におけるコンプライアンスの実践」、知的財産に対する正しい理解、知的財産制度
の適切な利用を目的として「知的財産とコンプライアンス」研修を実施するほか、管理職、指導職、新入
社員等への階層別研修を実施しております。
　また、毎年９月をコンプライアンス月間とし、当社グループの役職員が、コンプライアンス自主研修を
実施し、コンプライアンスの啓発に取り組んでおります。当事業年度は、2020年6月から施行される改正
労働施策総合推進法（パワハラ防止法）に先駆けて、職場のパワハラの予防に向けた取り組みを実施し、
パワハラが生まれない職場環境をつくります。

⑶　コンプライアンスへの理解を深めるため、身近な事例をもとにした「コンプライアンス便り」、「コン
プライアンス通信」等を社内ポータルに掲載し、主体的かつ継続的にコンプライアンス活動を実施してお
ります。

⑷　社内外に内部通報窓口（ホットライン等）を設け、匿名でも報告・相談ができる体制を整えております。
　また、内部通報制度利用者のプライバシー保護、不利益な取扱いの禁止を社内規程で厳格に規定し、実効
　性の向上を図っております。
⑸　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、企画部が統括管理し、内部監査チームが
　整備・運用状況の評価を行っております。
⑹　反社会的勢力とは、一切の関係を遮断しており、適正な企業活動を確保するための体制を整備しており
　ます。

　また、新たに取引を開始する場合は信用調査を行い、国内の取引先との契約書締結に際しては、反社会
的勢力排除条項の導入をはじめとした取り組みを継続して実施しております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会等の議事録、稟議書、計算書類その他業務執行に関する文書は、「文書管理規程」等に基づき、
適切に保存・管理しております。また、取締役および監査役はいつでもそれらの情報を閲覧できるように
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しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　当社グループの主要な損失の危険について、「リスク管理規程」に基づき、毎年、定期的に各部署がリ

スクを洗い出し、経営会議において承認された「リスク対応計画」および経営会議の指示に基づく「リス
ク管理策」を実行しております。また、「リスク対応計画」の進捗状況および実施結果を経営会議に報告
し、損失を未然に防止するよう努めております。

⑵　内部監査チームは、各分野におけるリスクの管理状況について監査しております。
⑶　レスポンシブル・ケア（化学物質を扱うそれぞれの企業が、化学物質の開発から製造、物流、使用、最

終消費を経て廃棄・リサイクルに至る全ての過程において、自主的に「環境・安全・健康」を確保し、活
動の成果を公表して、社会との対話・コミュニケーションを行う活動）については、社長を委員長、各事
業グループの担当役員等を委員とする「レスポンシブル・ケア委員会」を設置し、レスポンシブル・ケア
に関する方針、目標、計画等の協議を行っております。
　当事業年度において、企画部が工場、研究所および国内外の子会社、合計８拠点に対し、レスポンシブ
ル・ケアに関する監査を実施し、当社グループとして継続的な改善に努めております。

また、監査結果を定期的に「レスポンシブル・ケア委員会」に報告しております。
⑷　自然災害等の緊急事態に遭遇した場合に、重要な事業を遂行・継続できるよう事業継続計画（BCP）に

関するマニュアルを整備し、内容を定着させるため年1回以上の教育訓練を実施しております。訓練実施
後、抽出された課題等を検証し、対応可能なものから解決を図り、今後の事業継続計画の改善につなげて
おります。
　また、取引先とのサプライチェーンの連携強化へ向け、工場火災を想定した事業継続計画（BCP）マニ
ュアルを策定し、取引先との強固な信頼関係と長期的な協力関係を構築しております。

⑸　全ての役職員を対象とした情報セキュリティ教育を実施し、当社グループ内における情報セキュリティ
レベルの維持・向上を図っております。

⑹　当事業年度において、東京都、東京商工会議所および東京都医師会が連携して企業の感染症対策を支援
するプロジェクト「職場で始める！感染症対応力向上プロジェクト」に参加いたしました。本社各部署、
東京支店等の役員・従業員150名を対象に、感染症理解のための従業員研修を実施しております。また、
感染症に対する危機管理対策として、感染症BCP（業務継続計画）を作成しております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　経営の基本方針を示し、企業理念の実現に向け、立案した事業計画を着実に実行することにより、持続

的かつ安定的な成長の実現を目指しております。
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⑵　当社グループは、2018年11月期を初年度とする３ヵ年経営計画『HOKKO Growing Plan 2020』を
策定し、公表しております｡『Challenge to Change』－未来を切り拓くため、あらゆる変化に挑戦する
－をスローガンに、安定した財務基盤をベースに将来にわたり持続可能な成長モデルの構築を目指してお
ります。

⑶　「取締役会規則」に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定のルールを明確化しております。
⑷　当事業年度において、社外取締役３名を含む取締役６名（2019年２月以降は社外取締役４名を含む取

締役７名）で構成された取締役会を、監査役参加のもと、12回開催しております。
取締役の出席状況は、取締役７名中４名は100％、平均で96.5％の出席率となっております。

　また、取締役会開催に先立ち、取締役会付議事項を多面的に検討するとともに、経営に関する重要事項
および重要な業務執行案件の審議等を行うために経営会議を21回開催しております。

⑸　取締役会開催後は、取締役会における決議事項等を執行役員に報告し共有を図ることを目的とした執行
役員会議を11回開催し、職務執行の意思決定が迅速かつ機動的になされるよう努めております。

⑹　2018年12月から2019年１月にかけて、取締役会の実効性評価を実施し、取締役会の構成、運営、取
締役会による監督、株主との関係等の項目について分析・評価を行いました。

　　以下の理由により、取締役会の実効性は概ね確保されていると判断しております。
　　　①　審議や意思決定における十分性・迅速性および監督機能の発揮といった観点で適切な規模・構成であ

ること
　　　②　取締役会の運営においても、付議事項の水準・内容および審議時間は適切であること
　　　③　株主の権利行使のための体制や情報提供等でも適切であること

５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴　「企業理念」、「経営の基本方針」の実践を通じて、持続的に成長し、中長期的な企業価値を向上させ

るための最良のコーポレートガバナンスを実現することを目的として、「コーポレートガバナンス・ガイ
ドライン」を制定しております。

⑵　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務運営の適正を維持するため、各子会社に対する
統括および経営管理を行っております。

⑶　企画管理グループ担当役員は、子会社代表取締役に対して、運営状況や月次損益等を取りまとめた管理
月報の提出を求めるとともに、必要に応じて、子会社に直接、確認しております。

⑷　各子会社を担当する業務担当取締役等は、子会社の業務の状況を定期的に取締役会に報告しております。
⑸　業務執行部門から独立した内部監査チームが、社長の承認を得た内部監査計画に基づき、業務の有効性、

妥当性、効率性等について検証・評価を行い、監査結果を社長に報告するとともに定期的に監査役（会）
に報告し、加えて内部監査の状況を定期的に取締役会、経営会議に報告しております。
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　　　　当事業年度において、内部監査チームは、本社６部署、研究所、支店、工場および国内外の子会社12拠
点、計18拠点に対し、内部監査を実施しております。

６．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、並びに監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

⑴　株主の負託を受けた独立の機関として、取締役・執行役員の職務の執行を監査することにより、当社の
持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える最良のコーポレートガバナンス体制を確立することを監査役
および監査役会の役割・責務としております。

⑵　役割・責務を果たすにあたり、独立した客観的な立場で能動的・積極的に権限を行使することに加え、
社外監査役の有する高い専門性と社内監査役の有する情報を活用することにより、実効性の高い監査の実
施に努めております。

⑶　当事業年度において、社外監査役２名と常勤監査役１名で構成された監査役会を13回開催しておりま
す。監査役の出席率は100％となっております。

⑷　監査役は取締役会、経営会議、執行役員会議、コンプライアンス委員会その他必要と認める全ての会議、
委員会へ出席し、意見を述べ、また、当社グループの各拠点（支店、研究所、工場等）への往査を行って
おります。

⑸　会計監査人および内部監査チームとは、相互の情報交換・意見交換を行う等、連携を強化し、監査の効
率性を高め、実効性の向上を図っております。

⑹　当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、毎事業年度、監査役と協議の上で必
要な費用等を予算に計上し、その費用等を負担しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2018年12月１日から2019年11月30日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

2018年12月１日残高 3,214 2,608 16,598 △1,310 21,111 2,540 102 426 3,068 24,179

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △447 △447 - △447
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,818 2,818 - 2,818

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 - △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) - △297 △23 125 △194 △194

連結会計年度中の変動額合計 - - 2,372 △0 2,371 △297 △23 125 △194 2,177

2019年11月30日残高 3,214 2,608 18,970 △1,310 23,482 2,243 79 551 2,873 26,356
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株主資本等変動計算書
（2018年12月１日から2019年11月30日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有 価
証 券
評 価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

2018年12月１日残高 3,214 2,608 2,608 803 133 5,680 9,653 16,270 △1,310 20,782 2,540 2,540 23,322

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 - △7 7 - - - -

剰 余 金 の 配 当 - △447 △447 △447 - △447

当 期 純 利 益 - 2,634 2,634 2,634 - 2,634

自 己 株 式 の 取 得 - - △0 △0 - △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) - - - △265 △265 △265

事業年度中の変動額合計 - - - - △7 - 2,194 2,187 △0 2,187 △265 △265 1,921

2019年11月30日残高 3,214 2,608 2,608 803 126 5,680 11,847 18,456 △1,310 22,969 2,274 2,274 25,243

（注）連結計算書類および計算書類に記載の金額については、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　５社
　北興産業㈱、美瑛白土工業㈱、ホクコーパツクス㈱、張家港北興化工有限公司、村田長㈱
　　なお、当連結会計年度において、村田長株式会社の発行済株式の全部を取得したことにより、同社を連結の範囲に含
　めております。

⑵　非連結子会社の名称
　HOKKO CHEMICAL AMERICA CORPORATION
　連結の範囲から除いた理由
　　非連結子会社は、小規模であり、純資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)
　等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社はありません。
⑵　持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　HOKKO CHEMICAL AMERICA CORPORATION
　持分法を適用しない理由
　　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等からみ
　て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分
　法の適用範囲から除外しています。

３．連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社のうち張家港北興化工有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算
日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの
　移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ
　時価法によっております。

③　たな卸資産
　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産

　当社および国内連結子会社は定率法、但し、建物（建物附属設備を除く）は1998年４月１日以後取得分より、建物附
属設備及び構築物は2016年４月１日以後取得分より定額法を採用しております。また、在外連結子会社は定額法によっ
ております。

②　無形固定資産
　定額法によっております。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、当社および国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　返品調整引当金
　販売した製商品の返品による損失に備えるため、当社は将来の返品発生見込額に基づく損失見込額を計上しておりま
す。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・外貨建金銭債権および金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引および長期借入金

③　ヘッジ方針
　同一通貨の外貨建金銭債権を外貨建金銭債務の支払に充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。また、変
動金利の借入債務を固定金利に変換することによって金利上昇リスクを回避し、調達コストとキャッシュ・フローを固
定化するため、金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　外貨建金銭債権をヘッジ手段、外貨建金銭債務をヘッジ対象とする個別ヘッジについては、金額・期間等の重要な条
件が同一であることをもって、ヘッジの有効性を評価しております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たして
いるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。
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⑸　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌連結
会計年度から費用処理しております。

⑹　のれんの償却方法および償却期間
　のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。

⑺　消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、当連結会計年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結会計年度の期
首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しており
ます。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 29,688百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘　要

発行済株式

普通株式 29,985,531株 ―株 ―株 29,985,531株

合　　計 29,985,531株 ―株 ―株 29,985,531株

自己株式

普通株式 2,903,014株 141株 ―株 2,903,155株 （注）

合　　計 2,903,014株 141株 ―株 2,903,155株

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取141株による増加であります。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

2019年２月26日
定時株主総会 普通株式 244百万円 9円 2018年11月30日 2019年２月27日

2019年７月９日
取締役会 普通株式 203百万円 7.5円 2019年５月31日 2019年８月９日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2020年２月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

決　　議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2020年２月26日
定時株主総会 普通株式 257百万円 利益剰余金 9.5円 2019年11月30日 2020年２月27日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金調達方法については主に銀行からの借入による方針です。また、一時的な余資が発生した場合には、
短期的な預金等に限定し、運用する方針です。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループの与信管理に関する定めに従い、リスク低減を図っており
ます。また、海外顧客との取引から生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにさらされておりますが、同一通
貨の外貨建ての営業債務の支払いに充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。
　投資有価証券はすべて株式であり、主に業務上の関係を有する企業の株式で、定期的に時価を把握しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。一部
の長期借入金の変動金利リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり、取引権
限等を定めた社内規程に従い、行っております。

－ 15 －

連結注記表



２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年11月30日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

⑴　現金及び預金 904 904 ―

⑵　受取手形及び売掛金 11,243 11,243 ―

⑶　投資有価証券

その他有価証券 4,468 4,468 ―

⑷　支払手形及び買掛金 （6,019） （6,019） ―

⑸　短期借入金 （287） （287） ―

⑹　未払金 （2,855） （2,855） ―

⑺　未払費用 （3,369） （3,369） ―

⑻　長期借入金(１年以内返済予定を含む) （950） （951） 1

⑼　デリバティブ取引 ― ― ―
（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）１　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、ならびに⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑷　支払手形及び買掛金、⑸　短期借入金、⑹　未払金、ならびに⑺　未払費用
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑻　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算
定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金
利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられ
る利率で割り引いて算定する方法によっております。
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⑼　デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当するものはありません。
②　ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、すべて金利スワップの特例処理によるものであり、この処
理は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金に含
めて記載しております（（注）１⑻をご参照下さい）。

（注）２　非上場株式（連結貸借対照表計上額30百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

（企業結合に関する注記）
取得による企業結合
１．企業結合の概要

⑴　被取得企業の名称およびその事業の内容
　　　被取得企業の名称　村田長株式会社
　　　事業の内容　　　　産業用繊維資材の販売、靴・鞄用繊維資材の販売、衣料用繊維資材の販売

⑵　企業結合を行った主な理由
当社は、３ヵ年経営計画「HOKKO Growing Plan 2020」におきまして、成長戦略の一つの柱として「事業分野・

領域の拡張」を掲げ、シナジー効果が期待できる分野・領域での、アライアンスやM&Aを活用した新たな事業の展開を
検討してまいりました。

130年を超える社歴を有する村田長株式会社は、老舗の繊維問屋から繊維資材の専門商社へとビジネスモデルの転換
を実現し、現在では原料からの素材開発と独自の付帯加工により、多機能で高機能な商品を開発・提供しています。そ
の商品は自動車や家具、鞄、靴、アパレル、ペット、防災、介護などの幅広い分野で活用されています。

当社では、同社を子会社化することで、ユーザーニーズや需要動向を踏まえた素材の開発・生産が可能になるだけで
なく、同社の持つスキル、ノウハウ、ネットワークなどを当社の生産・製造機能および研究開発機能、ならびに子会社
北興産業株式会社（防菌防カビ剤およびファインケミカル製品の販売）のマーケティング機能と融合することで、シナ
ジー効果の発揮と新たな付加価値の創造を目指してまいります。

⑶　企業結合日
　　2019年３月18日
⑷　企業結合の法的形式
　　株式取得
⑸　結合後の企業名称
　　変更はありません。
⑹　取得した議決権比率
　　100%
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⑺　取得企業を決定するに至った主な根拠
　　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
　　2019年４月１日から2019年11月30日まで

３．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳
　　取得の対価　　　　　現金　　　　　　　450百万円
　　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　450百万円

４．主要な取得関連費用の内容および金額
　アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　 21百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間
⑴　発生したのれんの金額

　　　388百万円
⑵　発生原因

　　　主として被取得企業の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。
⑶　償却方法および償却期間
　　10年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
　　　流動資産　　　　　　　　　　　960百万円
　　　固定資産　　　　　　　　　　　299百万円
　　　資産合計　　　　　　　　　　1,258百万円

　　　流動負債　　　　　　　　　　　383百万円
　　　固定負債　　　　　　　　　　　814百万円
　　　負債合計　　　　　　　　　　1,197百万円

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 973円17銭
２．１株当たり当期純利益 104円07銭
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準および評価方法

⑴　子会社株式
　移動平均法による原価法によっております。

⑵　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）
時価のないもの
　移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準
　時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準および評価方法
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く）は1998年４月１日以後取得分より、建物附属設備及び
構築物は2016年４月１日以後取得分より定額法を採用しております。

⑵　無形固定資産
　定額法を採用しております。自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌期から
費用処理しております。

⑶　返品調整引当金
　販売した製商品の返品による損失に備えるため、当社は将来の返品発生見込額に基づく損失見込額を計上しております。
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６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・外貨建金銭債権および金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引および長期借入金

⑶　ヘッジ方針
　同一通貨の外貨建金銭債権を外貨建金銭債務の支払に充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。また、変動
金利の借入債務を固定金利に変換することによって金利上昇リスクを回避し、調達コストとキャッシュ・フローを固定化
するため、金利スワップ取引を行っております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　外貨建金銭債権をヘッジ手段、外貨建金銭債務をヘッジ対象とする個別ヘッジについては、金額・期間等の重要な条件
が同一であることをもって、ヘッジの有効性を評価しております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たしている
ため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

７．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理方法と異なっております。

８．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当事業年度の期首か
ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 26,616百万円
２．保証債務

子会社の金融機関からの借入に
対する債務保証

290百万円

３．関係会社との取引
関係会社に対する短期金銭債権 541百万円
関係会社に対する長期金銭債権 1,335百万円
関係会社に対する短期金銭債務 837百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引

関係会社に対する売上高 892百万円
関係会社からの仕入高 2,050百万円
関係会社に対する販売費及び一般管理費 66百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 33百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式数に関する事項

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数 摘　要

自己株式

普通株式 2,903,014株 141株 ―株 2,903,155株 （注）

合　　計 2,903,014株 141株 ―株 2,903,155株

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取141株による増加であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および負債の発生原因別の主な内訳
繰延税金資産

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,110百万円
委託試験費損金不算入額 25
棚卸資産評価損 101
返品調整引当金 33
その他 148

繰延税金資産小計 1,416
評価性引当額 △33
繰延税金資産合計 1,383

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △56
その他有価証券評価差額金 △1,004
その他 △47

繰延税金負債合計 △1,106
繰延税金資産の純額 277
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（関連当事者との取引に関する注記）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社

北興産業
株式会社

所有
直接100％

役員の兼任
当社製品の販売

資金の預り
（注１） 110 預り金 610

張家港北興化工
有限公司

所有
直接100％

役員の兼任
当社原料の仕入

出資金の払戻し
（注２）

100 未収入金 100

370 投資その他の資産
「その他」 370

村田長
株式会社

所有
直接100％ 当社業務の委託 資金の貸付

（注３） 750 長期貸付金 680

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．出資金の払戻しについては、張家港北興化工有限公司における董事会決議に基づいております。
３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 932円08銭
２．１株当たり当期純利益 97円24銭

（注）連結注記表、個別注記表に記載の金額および比率については、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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